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 第２回 審査実績を踏まえた規制基準等の 

記載の具体化・表現の改善に関する会合 

―令和３年度の実施計画の策定について― 

 
令和３年２月 19 日 

技 術 基 盤 課 
 

１.経緯 

令和２年度第 35 回原子力規制委員会（令和２年 10 月 28 日）において、審査

実績を踏まえた規制基準等の記載の具体化・表現の改善に関する令和３年度以

降の進め方については、（１）～（４）のとおり了承された。 

 

（１） 規制庁及び ATENA からの優先順位等に係る意見聴取 

毎年末を目処に、規制庁内及び ATENA から、意見・提案及びその優先順

位等に関する意見を聴取する。 

 

（２） 年度毎の実施計画案の作成 

上記（１）の結果を踏まえ、規制庁で以下の点を含む次年度の実施計画案

に関する意見交換を公開で行う。 

〇意見・提案の分類の確定 

〇対応案件の優先順位 

〇次年度に対応するものの選定 

 

（３） 実施計画の策定 

毎年度末を目途に、次年度の実施計画案を原子力規制委員会に諮り、了承

を得る。 

 

（４） 実施計画に基づく取組 

了承された実施計画に沿って改正に係る検討に取り組み、改正案が調っ

たものは当該年度内を目処に改正する 。達成状況は、上記（３）を行う際

に併せて原子力規制委員会に報告する。 

なお、実施計画案に含まれなかった案件についても、必要に応じて対象

とする場合がある。そのような場合は、達成状況の報告等を行う際に併せ

て原子力規制委員会に報告する。 

  

資料２－１ 
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２.令和２年度の実施計画とその対応状況 

令和２年度第 35 回原子力規制委員会の時点における、審査実績を踏まえた

規制基準等の記載の具体化・表現の改善に対して提出された意見・提案の件数

は表１のとおりであった。 

 

表１ 意見・提案の分類ごとの件数 
分類1 自然ハザード関係 自然ハザード関係以外 合計 

規制庁提案 ATENA 提案 規制庁提案 ATENA 提案 

(a) ０件 ０件 ６件 ５件 １１件 

(b) １０件 ２件 １件 ２件 １５件 

(c) ３２件 ４件 １４件 １３件 ６３件 

合計 ４２件 ６件 ２１件 ２０件 ８９件 

 

了承された令和２年度の実施計画に基づき、表１のうち分類（a）（11件）に

ついては対応しないこととしている。分類（b）全件（15件）及び分類（c）の

一部（８件）については、令和２年度中の改正に向けた作業中である。 

 

３.令和３年度の実施計画（案）の策定に向けて 

（１）令和３年度の実施計画（案）の策定に向けた規制庁及び ATENA からの意

見・提案及びその優先順位等に係る意見聴取結果 

①規制庁内 

 新たな意見 1 件を収集した。優先順位付けについての意見はなかった。 

（規制庁内から提出された新たな意見） 

分類（c）②Ａ：設計基準対象施設  

・６４Ｎ 自動火災報知設備感知器の設置基準記載要領見直しについて 

（詳細は資料２－２ P11 参照） 

②ATENA 

新たな意見はなく、優先順位付けについても意見はなかった。（令和２

年 12 月 17 日の ATENA との面談にて確認） 

  

                                                   
1 (a)：見直しを要しないと整理したもの 

(b)：字句の変更等に関するものであり、令和２年度中を目処に改正予定 

(c)：その他記載の具体化・表現の改善の検討が必要なものであり、令和３年年度以降

に改正予定（一部については令和２年度中を目処に改正予定） 
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（２）令和３年度以降の対応が必要となるものの整理 

令和２年度の対応状況並びに規制庁及び ATENA からの意見聴取結果を踏

まえると、令和３年度以降の対応が必要となるものは表２のとおり。 

 

表２ 分類（c）における令和３年度以降の対応が必要となるもの 
分類 意見・提案の数 令和３年度以降

に対応が必要な

もの 

（参考）令和２年

度の実施計画の

対象としたもの 

① 自然ハザード関係 

① Ａ 地盤関連 ５ ４ １ 

① Ｂ 耐震設計関連 １４ １４ ０ 

① Ｃ 耐津波設計関連 １３ ７ ６ 

① Ｄ その他自然ハザード ４ ４ ０ 

② 自然ハザード関係以外 

② Ａ 設計基準対象施設 １１ １０ １ 

② Ｂ 重大事故等対処施設 １４ １４ ０ 

② Ｃ 手続関連 ３ ３ ０ 

合計 ６４ ５６ ８ 

※下線：3.(1)の新たな意見１件を加えた 

 

４.令和３年度における対応案件 

 分類（c）について、令和２年度は 10 月以降の約半年で８件について対応し

たことを踏まえ、令和３年度は②自然ハザード関係以外のうち、小分類②Ｂ：

重大事故等対処施設（14 件）を中心に対応することとしたい。また、令和２

年度中に対応が終了しなかったものについても対応することとしたい。 

令和３年度の実施計画（案）については資料２－２のとおり。 

 

５.今後の予定 

 令和３年度の実施計画（案）については、本日の公開会合で議論した結果を

踏まえた上で、年度内に原子力規制委員会に諮ることとしたい。 

 


